




















調査結果の概要を紹介している（4）。フランスの人口（本土の 11 歳から 75 歳まで）は 5,990 万人
である。そのうち 4,700 万人が飲酒し、3,600 万人が喫煙し、1,800 万人が大麻を利用している。
コカインの消費者は 210 万人、MDMA／エクスタシーは 190 万人、ヘロインは 50 万人である。
大麻に限定すると 18 歳から 64 歳までの成年者の 45％が経験者であり、そのうち 11％は日頃か
ら使用し、中毒に陥っている者は 3％である。17 歳までの未成年者に限れば、その 39％がすで
に大麻を経験し、7％もの若者がそれを日常的に利用している。これらの数値からはフランスで
問題になっている薬物は大麻であり（5）、喫緊の課題は若者の薬物依存の予防（6）であることが推量
できる。大麻の押収は年間 115 トンであり、そのうち約 85 トンが樹脂、約 30 トンが葉である。
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さらに押収植物も 13 万 6,000 本あり、自家栽培している消費者が 15 万人から 20 万人はいると




























　1909 年、フランスを含む 13 か国が上海に集まり、薬物問題に国際的に取り組むための国際阿










づける。フランスは有毒物質に関する 1845 年 7 月 19 日の法律（7）を制定し、毒物取引に規制をか
けていたが、それを改正した 1916 年 7 月 12 日（8）の法律は先のハーグ会議で決められたアヘンの
処方及び交付についての定めを置いた。複数の物質をまとめて危険薬物というカテゴリーを作
り、有毒物質の種類を ABC の 3 表で記した。B 表に記入された物質が薬物であり、それを医学
的な処方ルールに服させた。














ンスは 1930 年 3 月 20 日の法令を作り、さらに 1931 年のパリ協定を経て 1933 年 11 月 21 日の内
務省令で、国家保安法務警察総局付設の中央警察署に対し麻薬の非合法取引の監督を委任したほ
か、各警察隊に特殊任務を負う者を配備していった。1937 年 11 月 9 日及び 1945 年 8 月 28 日の
























　まず 1961 年 3 月 20 日、ニューヨークでは各国が個別に締結していた麻薬関連の取極めなどを





　1970 年代初頭には国際社会の動きが活発化した。1971 年 2 月 21 日作成の向精神薬に関する条














で 1987 年 6 月、国連事務総長は 138 か国を集める閣僚会議を開催した。その成果が 1988 年 12
月 20 日の麻薬及び向精神薬の不正取引の防止に関する国連条約である。この通称ウィーン条約




リングの効果的な摘発を狙った 1990 年 7 月 12 日の法律（16）を制定した。
　同年 2 月、国連で開かれた薬物特別総会は、翌 1991 年から 2000 年までを「薬物乱用撲滅の



















こり、2017 年秋には警察権限を強化する 2020 年末までの治安及びテロ対策を打ち出し、翌 2018
年夏には薬物を含む郊外対策のための諸措置を発表した（21）。さらに翌 2019 年 9 月、フランス国
内の地方及び全国レベルの麻薬との闘いにおいて、警察、憲兵隊、税関のほか司法官といった関
係機関すべての活動を調整する新組織の立ち上げを宣言したほか、スキャンダル（22）が発覚して






　再び第 2 次世界大戦直後まで遡る。フランスは 1916 年の法律を改正するかたちで有毒物質の
売買に関する 1945 年 7 月 19 日の法律（25）を制定したが、1946 年 1 月 1 日からはそれまで農務省








修正し補充する 1953 年 12 月 24 日の法律（27）が処罰と治療処分の双方を併記した（28）。
　大戦直後には薬物行政だけではなく住宅行政も管轄官庁が変更になった。保健省からそれを移
管された新設の再建都市計画省は 1950 年代、数多くの低家賃住宅を建設していった。1960 年代
にはその新しい新興団地に低所得者や移民労働者が集まりだし、1968 年の 5 月革命と前後して
若者のあいだに新たな価値観が広がるとともに薬物注射が流行しだした。それに対し、議会は













が、そのとき薬物についても対策が練られていく。1970 年代後半から 1990 年代前半にかけて公
表される 3 本の報告書は同様の結論を導きだす（32）。その 1 本目が 1978 年のペルチエ報告書（33）で
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あり、それは大麻利用の非刑法化を推奨した。
　次は 1980 年代である。議会が 1986 年に郊外対策を打つと、翌 1987 年には麻薬取引への対策
に関する法律（34）を制定した。これは税関職員の領海外での取り締まり活動に関する規定のほか、
薬物中毒に関する研究所の設置についての定めなどを公衆衛生法典に追加した。そして 1989 年





していた注射針に注目をした。この状況下で 1994 年に公表された 3 本目の報告書（36）は、改めて
大麻利用の非刑法化を推奨した。
　1990 年代には注射針の共用による HIV 感染を防ぐための針交換プログラム（PES）がおこな
われていた。それは 1995 年に 1,400 件程であったが、さらに宅配での受け取りや電話での助言
など各種のサポートに広がっていた。この取り組みは成長をみせ（37）、議会も公衆衛生政策に関
























翌 2018 年、大麻使用に対する拘禁刑の廃止方針を打ち出したほか、2019 年には元老院が医療用
大麻の研究を 2 年間合法化する提案を承認した。翌 2020 年には、国連薬物犯罪事務所と世界保
健機関が薬物使用障害の治療に関する国際基準（43）を発行したほか、麻薬委員会も大麻及び大麻
関連物質の WHO 勧告に対する投票を実施し、大麻の医療的価値を承認した（44）。



















する 132-23 条の冒頭 2 項は、本条の定める犯罪に適用する（L.222-34 条）。
　薬物の違法な生産又は製造は、禁錮重労働 20 年及び罰金 750 万ユーロに処する。それが組織
化された一団において行われるとき、禁錮重労働 30 年及び罰金 750 万ユーロに処する。在監期
間に関する 132-23 条の冒頭 2 項は、本条の定める犯罪に適用する（L.222-35 条）。
　薬物の違法な輸入及び輸出は、拘禁 10 年及び罰金 750 万ユーロに処する。それが組織化され
た一団において行われるとき、禁錮重労働 30 年及び罰金 750 万ユーロに処する。在監期間に関
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する 132-23 条の冒頭の 2 項は、本条の定める犯罪に適用する。本款の定める軽罪を犯す自然人
若しくは法人は、労働法典 L.6313-1 条の下で継続的職業訓練給付活動の 5 年間の禁止という補
充刑も科する（L.222-36 条）。
　薬物の違法な運搬、所持、提供、譲渡、取得又は使用は、拘禁 10 年及び罰金 750 万ユーロに
処する。いかなる手法であれ、薬物の違法な使用を促進すること、架空若しくは虚偽の処方箋に
よって薬物を入手すること、さらに提示された処方箋が架空若しくは虚偽のものであることを知
りながら薬物を提供することも、同様に処する。在監期間に関する 132-23 条の冒頭 2 項は、本
条の定める犯罪に適用する（L.222-37 条）。
　222-34 条乃至 222-37 条で言及された犯罪の 1 つの行為者の資産若しくは収入の源泉に関する
虚偽の証明をあらゆる手段を用いて容易にすること又はこれらの罪の 1 つに関する収益の預入、
隠匿若しくは転換の実行に協力することは、拘禁 10 年及び罰金 750 万ユーロに処する。罰金額
は洗浄がなされた資産若しくは資金の 2 分の 1 まで引き上げることができる。当該罪が 222-34
条、222-35 条及び 222-36 条 2 項の言及する重罪の 1 つに由来する資産若しくは資金にかかわる
場合、当該行為者は重罪のために定める既知の刑罰に処する。在監期間に関する 132-23 条の冒
頭 2 項は、本条の定める犯罪に適用する（L.222-38 条）。
　個人的消費のための薬物の違法な譲渡若しくは提供は、拘禁 5 年及び罰金 7 万 5,000 ユーロに
処する。前項の定める要件で、未成年者に、研修若しくは教育機関又は行政機関において、さら
に生徒若しくは一般人が出入りをするとき又は出入りをするころに、当該機関若しくは建物の付
近で、薬物を提供若しくは譲渡するとき、刑期は 10 年に延長する。在監期間に関する 132-23 条
の冒頭 2 項は、前条の定める犯罪に適用する（L.222-39 条）。
　222-36 条（1 項）乃至 222-39 条の定める軽罪の未遂は、同様に処する（L.222-40 条）。
　公衆衛生法典 L.5132-7 条の薬物として分類される物質若しくは植物は、本款の諸規定の薬物
とみなす（L.222-41 条）。
　222-34 条乃至 222-39 条の定める犯罪につき 121-2 条の定める要件で刑事責任のある法人は、
131-38 条の定める方式による罰金のほか、131-39 条の定める刑罰に処する。131-39 条 2 項の言
及する制限は、犯罪をした活動において若しくは活動に際して設定される（L.222-42 条）。
　222-35 条乃至 222-39 条の定める犯罪の行為者若しくは共犯者が受ける自由剥奪刑は、行政若
しくは司法当局に通報して犯罪行為を止めさせ、場合によっては他の行為者の特定を可能にする

















































































ム・リダクションの参加者はその限りにおいて刑法 122-4 条の保護を受ける（L.3411-8 条Ⅲ）。
リスク・ハーム・リダクション政策は、刑務所の環境に適した方法で被拘禁者にも適用される
（L.3411-8 条Ⅳ）。















　第 1 節 bis「リスク・ハーム・リダクション」はすでに概略した通り、2004 年の法律が定めた

























































　薬物に分類される物質若しくは植物の 1 つの違法な使用は、拘禁 1 年及び罰金 3,750 ユーロに
処する。当該違反が国家公務員若しくは公役務担当者により又はコンセイユ・デタのデクレでリ
ストが定められる商品若しくは旅行者の輸送の安全を担う職務を遂行する陸海空の運輸会社の従
業員により当該職務の遂行中又は遂行の際に行われる場合、拘禁 5 年及び罰金 7 万 5,000 ユーロ
に処する。本項の適用にあたり運輸会社の指示にしたがう外部企業の労働者も運輸会社の従業員
とみなす。累犯の場合を含め、本条 1 項の定める軽罪は、刑事訴訟法典 L.495-17 条乃至 L.495-
25 条の定める要件の下に、反則金 200 ユーロの支払いでもって公訴を免れることができる。減





　刑事訴訟法典 706-33 条及び刑法典 222-49 条 1 項の諸規定は、L.3421-1 条の定める軽犯罪の訴
追の場合に適用される（L.3421-3 条）。
　L.3421-1 条の定める軽罪若しくは刑法典 222-34 条乃至 222-39 条の定める犯罪の 1 つを教唆す
ることは、当該教唆が結果を伴わずとも、すなわち当該違反を良いものとして示すことは、拘禁










典 20 条及び 21 条 1 号の定める司法警察補助員及び司法警察補助員補佐は、本法典の定める犯罪
を捜査し発見することを目的として、陸海空の旅行者用の公共交通の場及び住居以外の別館若し








るほか、L.3421-1 条 2 項の定める犯罪の捜査を目的とする旨を明示する。当該請求は最長 1 か
月間実行され、捜査が実施される場所及び各立入りの日時を指定する。本条の適用措置は関係者
にも示される調書の対象である（L.3421-5 条）。
　L.3421-5 条の定める検査を受けることを拒否することは拘禁 2 年及び罰金 3 万ユーロに処する
（L.3421-6 条）。





の禁止。③刑法典 131-8 条の方式及び同法典 131-22 条乃至 131-24 条の要件にしたがい公益奉仕


















L.3413-1 条乃至 L.3413-4 条の定める要件の範囲内でケア若しくは医療監視の措置の形式をとる
治療命令措置に服する旨を命令することができる。当該措置の期間は 6 ヶ月であり、同一方法で
3 回の更新ができる。命じられた治療命令措置に服し当該期間中の者に対しては、公訴は提起さ






　L.3421-1 条及び L.3425-2 条の定める軽罪で審理中の者は、予審判事、少年判事又は自由勾留
判事のオルドナンスにより L.3413-1 条乃至 L.3413-4 条の定める方法で治療命令を通告されるこ
とがある。措置期間は最長 24 ヶ月である。当該オルドナンスの執行は必要に応じて調査終了後
に継続することができ、場合によっては刑事訴訟法典 148-1 条 2 項乃至 4 項の定める規則が適用
される（L.3424-1 条）。
3-2-2-1-5　司法裁判所による治療命令
　判決裁判所は、補充刑として L.3421-1 条の定める軽罪を犯した者を L.3413-1 条乃至 L.3413-4
条の定める方法にしたがい治療命令措置に服させることができる。当該措置の期間は最長 24 ヶ
月である（L.3425-1 条）。







制裁をあげている。先にも触れた通り、薬物の違法使用は原則として拘禁 1 年及び罰金 3,750




















































































（ 1 ） 原題（Les Toxicomanies）は「麻薬と嗜好品の中毒」という訳語があてられている。アントワー
ヌ・ポロー（小林龍男訳）『麻薬と嗜好品の中毒』白水社（1957 年）4 頁参照。





（ 3 ） L’Observatoire français des drogues et des toxicomanies （OFDT） は、主に薬物中毒に関する統
計データを取り扱う 1993 年に設立された公益団体である。公的機関や専門家のほか一般人に対して
薬物現象と依存症についての広報をその設立目的とする。
（ 4 ） https://www.ofdt.fr/BDD/publications/docs/DCC2019.pdf
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（ 5 ） V. Denis Richard et Jean-Louis Senon, Le cannabis, PUF, 2012.
（ 6 ） 若者の薬物問題はかねてより日本でも紹介されていた。吉田正晴「フランスの薬物教育」沖原豊・
大谷光長編『各国の性教育と薬物教育』東信堂（1988 年）参照。
（ 7 ） Loi du 19 juillet 1845 sur la vente des substances vénéneuses, JORF du 20 août 1944.
（ 8 ） Loi du 12 juillet 1916 concernant l’importation, le commerce, la détention et l’usage des 
substances vénéneuses, notamment l’opium, la morphine et la cocaïne, JO du 14 juillet 1916.
（ 9 ） Décret n° 53-726 du 3 août 1953 modifiant le décret du 21 novembre 1933 instituant au ministère 
de l’intérieur un service central de police chargé de faciliter la lutte contre le trafic illicite des 
stupéfiants, JORF du 13 août 1953.
（10） 柘植久慶『武器なき戦場　麻薬ロードをゆく』廣済堂（1989 年）参照。
（11） Convention internationale relative aux stupéfiants de 1925 は、1961 年の麻薬に関する単一条約
35 条により国連に引き継がれていく。
（12） Résolution （9） 1 du Conseil économique et social en date du 16 février 1946 （document E/20 du 
15 février 1946）, sur la création d’une Commission des stupéfiants, complétée par les mesures 
prises le 18 février 1946 par le Conseil relativement à la nomination de représentants de quinze 
Membres des Nations Unies comme membres de cette Commision.
（13） コルシカ・コネクションとも呼んだ。1961 年に発覚した事件を素材にした小説とそれを原作とする
映画がある。ウィリアム・フリードキン監督 『フレンチ・コネクション （The French Connection）』 
（1971 年）参照。
（14） Décret n° 82-306 du 2 avril 1982 portant création et fixant les attributions de la direction 
générale de la sécurité extérieure, JORF du 4 avril 1982.
（15） Loi n° 90-1010 du 14 novembre 1990 portant adaptation de la législation française aux 
dispositions de l’article 5 de la convention des Nations Unies contre le trafic illicite de stupéfiants 
et de substances psychotropes, faite à Vienne le 20 décembre 1988.
（16） Loi n° 90-614 du 12 juillet 1990 relative à la participation des organismes financiers à la lutte 
contre le blanchiment des capitaux provenant du trafic des stupéfiants.）　芝原邦爾「麻薬新条約と
金融活動作業グループ勧告への対応―フランスの場合」法律時報 62 巻 9 号（1990 年）以下、森下
忠「フランスのマネー・ロンダリング立法」判例タイムズ 717 巻（1990 年）以下参照。
（17） Loi n° 92-1336 du 16 décembre 1992 relative à l’entrée en vigueur du nouveau code pénal et à la 
modification de certaines dispositions de droit pénal et de procédure pénale rendue nécessaire par 
cette entrée en vigueur.
（18） Loi n° 94-589 du 15 juillet 1994 relative à l’exercice par l’Etat de ses pouvoirs de police en mer 





（21） もっとも、薬物対策の開始は 1 年以上遅れた。その背景として、マクロン大統領の私的秘書が身辺
警護の憲兵大佐らに向けた乱暴な言動をめぐるブナラ事件、薬物問題を管轄する内務大臣ジェラー
ル・コロン氏の市長選に出馬するための辞任、さらにフランス各地で大規模に展開されたジレ・
ジョーヌ（黄色いベスト）の危機があげられる。Plan «anti-stups» : création de l’Ofast, chef de file 





（23） Décret n° 2019-1457 du 26 décembre 2019 portant création du service à compétence nationale 
dénommé Office anti-stupéfiants, JORF n° 0300 du 27 décembre 2019.
（24） https://www.lemonde.fr/culture/article/2020/03/31/histoire-du-trafic-de-drogue-un-documentai 
re-addictif_6035088_3246.html
（25） Loi du 19 juillet 1845 sur la vente des substances vénéneuses, JORF du 20 août 1944. 
（26） Décret n° 48-1805 du 19 novembre 1948 portant règlement d’administration publique relatif à 
l’importation, le commerce, la détention et l’usage des substances vénéneuses, JO du 28 novembre 
1948.
（27） Loi n° 53-1270 du 24 décembre 1953 modifiant et complétant les dispositions législatives relatives 
à la répression du trafic et de l’usage illicite des stupéfiants, JO du 25 décembre 1953.
（28） 大藪志保子「フランスの薬物政策―薬物自己使用罪の非刑罰化をめぐって」森尾亮・森川恭剛・
岡田行雄編著『人間回復の刑事法学』日本評論社（2010 年）283 頁によれば、1953 年法に先立って、
パリにおいてはサンテ拘置所で解毒治療が試みられていた。このサンテ拘置所につき、ヴェニック・
ヴァスール（青木広親訳）『パリ・サンテ刑務所　主任女医 7 年間の記録』集英社（2002 年）参照。
（29） Loi n° 70-1320 du 31 décembre 1970 relative aux mesures sanitaires de lutte contre la 
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